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研究成果の概要（和文）： 

新経済地理学の基本モデルである 2 都市 Core-Periphery (CP) モデルは，交通・人口条件の変
化に伴い，産業が 2 都市に分散した状態から 1 都市に集積した状態へと分岐することが知られ
ている．本研究は，より一般的な空間および産業条件下における CP モデルの分岐特性を明ら
かにした．より具体的には，2 次元空間上の CP モデルでは，Christaller の K=1,3,4,7 システム
に対応する六角形集積パターンが安定的な均衡解として存在すること，多産業 CP モデルでは
産業立地の階層化構造が形成されること等を理論的に明らかにした．さらに，多産業 CP モデ
ルが，中心地法則性（“central place regularities”）を満たした集積パターンを創発しうることを
数値実験によって示した． 

 
研究成果の概要（英文）： 
Two-location Core-Periphery (CP) models in New Economic Geography exhibit a bifurcation from a 

symmetric equilibrium to an asymmetric one, depending on transportation costs. This study reveals 

interesting bifurcation properties of the CP models in more general settings, such as a two-dimensional 

space and a multi-industry economy. Some of the major findings of this study are 1) Christaller’s 

hexagonal agglomeration patterns are proven to exist as stable equilibria of the CP models on a 

two-dimensional lattice, 2) “Hierarchy principle” of industry agglomeration patterns holds for the 

multi-industry CP models, 3) the multi-industry CP models generate the population distributions that 

follow “central place regularities”, i.e, the distribution satisfies a rank-size rule, a hierarchy principle, 

and a number- average size rule. 
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１．研究開始当初の背景 

 

(1) 研究の必要性と従来研究 

 近年，経済のグローバル化進展に伴い，地

域・都市間の競争が激化している．我国を含

む先進諸国では，企業・工場の国外移転が相

継ぎ，また，欧米諸都市では，高度な知識・

技術を持つ人材を惹きつけるための方策が，

重要課題となっている．この様な現象に対し

て，適切な施策を考えるためには，生産要素

の都市間移動と経済活動の空間的集積メカ

ニズムに関する理論が必要である． 

 生産要素の移動と空間的集積現象を一般

均衡の枠組で扱った代表的理論は，Krugman

の “Core-Periphery (CP) モデル” である．こ

のモデルは，都市間輸送費用減少に伴う人口

集積現象のメカニズムを説明できるという

興味深い特徴がある．そのため，この理論は，

非常に多くのモデル・バリエーションと研究

蓄積を生み，基本特性の頑健性が検証される

こととなった．そして，それら一連の研究は，

“新経済地理学(NEG)” と呼ばれ，都市経済

学・地域経済学・国際経済学・立地論・経済

地理学・産業組織論・労働経済学等の諸分野

にまたがる研究分野を形成しつつある． 

 NEG の理論は，土木計画学の重要課題であ

る社会基盤整備や地域政策の長期的な経済

効果を予測・評価する際の基盤となりうるも

のである．しかし，NEG 分野の従来理論は，

土木計画分野で求められる定量的な予測・評

価に用いるには，未だ，以下に示す本質的な

限界・課題を残している． 

 まず，第一の限界は，従来研究が概念的な

2 都市モデルの分析に留っていることである．

2 都市モデルでは空間的配置パターンが捨象

されてしまうため，現実の都市システムで観

測される多様な空間集積パターンの形成メ

カニズムを明らかにできない．現実的な政策

評価等に適用可能な理論とするには，より一

般的な空間条件のもとで多都市・多産業のシ

ステムを対象としたモデルを構築し，その一

般特性を解明する必要がある． 

 第二の限界は，CP モデルの“複数均衡問題”

である．これは，規模の経済や不完全競争を

考慮した現実的モデルでは，不可避的に発生

する．一般に，複数均衡解をもれなく求める

ことは難しく，解の大域的特性を知るために

は，均衡解の分岐メカニズムの解明が必須で

ある．また，複数の均衡解が存在する場合，

どの均衡解が実現するのかを説明する理論

も必要である．この “均衡選択問題” に対す

る一般的対処法は開発されていない． 

 第三の限界は，現実データと整合的な定量

的モデルへの発展の困難さである．定量的モ

デルへの発展を実現するためには，最低限，

都市システムの特性に関する stylized facts と

理論を整合させる必要がある．なかでも，多

くの国の都市人口の頻度分布に関して頑健

に成立する“Zipf 法則” との整合性は，モデル

の妥当性確認のベンチ・マークと考えられる．

しかし，Simon に始まる Zipf 則に関する従来

研究から判断する限り，確定論的枠組の CP

モデルからこの法則を満たす人口分布を生

成することは難しいと思われる． 

 

(2) 関連先行研究 

 本研究の研究グループは，NEG 理論の限界

打破を目指し，2007-08 年度科学研究費補助

金・基盤研究(B)：｢都市システムにおける経

済集積メカニズムに関する研究｣を実施した．

その研究では，先述の “第一の限界” と “第

二の限界” の基本課題に焦点をあて，以下の 

2 つの目的を達成した． 

 第一の目的は，NEG の従来理論を多都市の

理論に一般化することである．そのために，

まず，Forslid-Ottaviano (2003) の 2 都市 CP

モデルを多都市モデルに拡張した．そして，

群論的分岐理論と数値的分岐追跡法を活用

し，1 次元空間（円周および線分）上の 多

都市システムにおける均衡解（人口分布）の

分岐の規則性を明らかにした（具体的な例で

言えば，“period doubling”に代表される解の分

岐の規則性や，複雑な多重分岐により従来研

究では全く知られていなかった様々な集積

パターンが創発することを明らかにした）．

第二の目的は，都市集積モデルの均衡選択問

題を解決するために，確率的な状態表現を導

入したダイナミクス・モデルを構築し，その

特性を明らかにすることである．より具体的

には，経済状態の確率動学的な “ゆらぎ”を

CP モデルに導入することにより，動的な均

衡経路の一意性を確保した理論を構築した．

この研究はまた，前述の “第三の限界” の解

決に必要とされる確率的な枠組を CP モデル

に導入するための足掛りともなっている． 

 

２．研究の目的 
 

本研究の目的は，大別すると 2 つである．

まず，第一の目的は，本研究グループが先行

研究で開発した方法論をさらに発展させ，よ

り一般的な空間条件や経済・産業条件の下で

の CP モデルの集積特性を説明しうる理論

を構築することである．より具体的には，2 

次元空間での CP モデルの分岐（空間的集積

パターンの自己組織化）特性を解明する．こ



の解析では，輸送費用に関して均質な空間で

の分岐解析から始め，各種境界条件等の影響

を明らかにする．また，CP モデルに産業別

の財の輸送費用・代替弾力性・規模の経済を

導入した多都市・多産業モデルを構築し，そ

の分岐特性を解明する．さらに，第二の目的

として，空間経済学的なモデルと現実に観測

される都市集積パターンの規則性（Zipf 法則

や都市階層原理）との整合性を図る．これは，

CP モデルに確率的なメカニズムを導入した

モデルを構築することで実現を目指す． 

 

３．研究の方法 

 

 本研究では，集積経済モデルの特性を体系

的に把握するために，以下の手順で理論を構

築（一般化）する．まず， 1 次元（周期境界）

空間における多都市集積経済モデルの解析

手法を整備する．より具体的には，群論的分

岐理論と計算分岐理論の併用により複数均

衡解の大域的特性を解析する方法を整備す

る．さらに，空間経済モデルの共通部品であ

る空間的割引関数と巡回行列の特性に着目

した新たな安定性解析手法も開発する．その

うえで，これらの解析法を活用し，CP モデ

ルの集積特性を理論的に解明する．さらに，

そのアプローチを CP モデル以外の集積経済

モデル（e.g., 都市内集積経済モデル）に応用

展開する． 

次に，上記の 2 次元空間での解析法を 2 次

元空間に適用可能な方法へと拡張し，2 次元

（周期境界）空間における CP モデルの集積

特性を明らかにする．さらに，移動主体が 1

種類（1 産業）の場合のモデル及び分岐解析

法を多種類（多産業）の場合へと一般化する．

そのうえで，多産業・多都市モデルにおける

集積特性（産業立地の階層化）を解明する． 

 最後に，CP モデルと中心地法則性の関連

付けを図る．より具体的には，まず，産業の

異質性を確率的に特徴づける枠組を導入し

た多産業・多都市 CP モデルを構築する．そ

して，系統的な大規模数値実験および上記の

理論一般化過程で得られる知見を基に，中心

地法則性の創発条件を探る． 

 

４．研究成果 
 

本研究の成果は，次の 4 つに分類される： 

 

(1) 1 次元空間・多都市モデルに対する分岐 

解析法の開発と集積パターン特性の解明 

(2) 2 次元空間・多都市モデルに対する分岐 

解析法の開発と集積パターン特性の解明 

(3) 多産業・多都市モデルにおける階層化・

集積パターン特性の解明 

(4) CP モデルと中心地法則性（階層原理，Zip

則および NAS 則）の関連付け 

 

研究目的欄の「第一の目的」は上記の (1)-(3)，

「第二の目的」は (4) に対応し，当初の研究

目的は，ほぼ達成された．以下では，発表論

文【雑誌論文 1～25 および学会発表 1～18】

にまとめられた各研究成果の概要を示す． 

 

(1) 1 次元空間・多都市モデルに対する分岐

解析法の開発と集積パターン特性の解明 

 1 次元空間における多都市 CP モデルおよ

び都市内集積モデル（移動主体は 1 種類（i.e., 

1 産業））の分岐特性を解明した．先行研究で

は，数値実験によって CP モデルの集積パタ

ーンに規則性があることは示されていたも

のの，その理論的なメカニズムは完全には解

明されていなかった．それに対して，本研究

では，群論的分岐理論に基づく分岐の系統的

分類法，および，空間割引行列・巡回行列・

離散 Fourier 変換を活用した新たな安定性解

析の方法を開発し，周期境界空間における集

積パターンの創発と進展メカニズムを理論

的に解明した．また，その新たなアプローチ

は，CP モデルの特性解明【論文 1, 3, 11, 23, 25 

および発表 16, 18】のみならず，都市内集積

モデル【論文 4, 17 および発表 14, 17】に対し

ても有効であることが示された． 

さらに，周期境界を持たない線分空間にお

いても，集積パターンの創発と進展には顕著

な規則性があることが明らかにされた．特に，

周期境界型空間で創発する “空間的周期倍分

岐現象” と類似した集積パターンの推移が見

られることが示された【論文 8 および発表 5】．

また，従来研究では全く解析されていなかっ

た都市内集積モデル（e.g., Beckmann 型の

social interaction モデル）の均衡解の安定性お

よび分岐特性を明らかにした．その結果，都

市圏内集積パターン（都心）の創発・進展と

交通費用・総人口等の関係および，その政策

的含意が示された【論文 12, 13, 24 および発

表 5, 17】． 

 

(2) 2 次元空間・多都市モデルに対する分岐

解析法の開発と集積パターン特性の解明 

 2 次元・周期境界空間における多都市 CP 

モデルおよび都市内集積モデル（移動主体は

1 種類）の分岐特性を解明した．より具体的

には，まず，Lösch 型の六角形集積パターン

が均衡解として存在することを群論的分岐

理論に基づく解析により予測した．その上で，



計算分岐理論的アプローチにより Christaller 

の K=1,3,4,7 システムが安定的均衡解とし

て存在することを示した【論文 2, 6 および

発表 2, 3, 8】． 

さらに，2 次元離散 Fourier 変換と空間割引

行列を活用した新たな分岐（安定性）解析法

を開発した．それによって，六角形の集積パ

ターンが安定的均衡解として創発すること

を証明し，その分岐条件等を解析的に導いた

【論文 15, 20 および発表 8, 11, 13】． 

 

(3) 多産業・多都市モデルにおける階層化・

集積パターン特性の解明 

 都市圏内における階層的な産業立地構造 

(hierarchy principle) が，多産業・都市内集積

モデルの分岐現象により創発しうることを

明らかにした．ここで，階層的な産業立地構

造とは，規模の大きい都市は規模の小さい都

市よりも多くの産業を有し，かつ，小都市に

存在する産業は大都市にも存在するという

構造である．この規則性は，都市圏内の業務

地区においても観測される．すなわち，副都

心に立地する産業は，CBD の産業の部分集

合となっている．本研究では，(1) の都市内

集積モデルおよび安定性解析法を多産業モ

デルに一般化した上で，交通費用・人口の変

化に伴う解の分岐パターンを理論的に導い

た．その結果，産業間の相互作用が非対称で

あれば，階層構造が創発することが示された

【論文 7, 16, 18, 19 および発表 4, 9, 10】． 

さらに，(1) の都市内集積モデルおよび安

定性解析法を拡張することによって，土地市

場における企業と消費者の相互作用を考慮

した立地集積モデルの集積特性も明らかに

した【論文 14, 21, 22 および発表 12, 15】． 

 

(4) CP モデルと中心地法則性（階層原理，  

Zip 則，NAS 則）の関連付け 

 多産業・多都市 CP モデルにおいて，中心

地法則性と整合的な都市集積パターンが創

発することを明らかにした．ここで，中心地

法則性とは，1) Rank-Size rule, 2) Hierarchy 

Principle, 3) Number- Average Size (NAS)  rule

の 3 つの統計的規則性であり，何れも現実の

都市システムにおける成立が実証的に示さ

れている．本研究では，まず，労働者が立地

点および産業を選択する多都市・多産業 CP

モデル及び，その安定的均衡解の効率的計算

法を開発した．また，Zip 則を満たすための

確率的仕組みとして，産業間の異質性を特徴

づけるパラメータ（e.g., 生産財の代替弾力

性）が，あるクラスの確率分布に従う枠組み

を導入した．以上の条件下での系統的な数値

実験により，交通費用パラメータや立地空間

の構造によらず，中心地法則性が頑健に成立

することが示された【論文 9, 10 および発表 

1, 6】． 
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